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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第36期

第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
累計期間

第36期
第３四半期連結
会計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

第36期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 17,567 16,642 5,815 5,387 23,436

経常利益（百万円） 2,563 2,380 801 768 3,261

四半期（当期）純利益（百万円） 2,742 1,134 1,565 389 2,847

純資産額（百万円） － － 4,831 4,568 5,056

総資産額（百万円） － － 30,327 27,755 30,527

１株当たり純資産額（円） － － 188.56 177.62 197.60

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
110.94 45.90 63.34 15.77 115.17

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － 115.17

自己資本比率（％） － － 15.4 15.8 16.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,971 1,335 － － 4,172

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△295 216 － － △364

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,484 △771 － － △2,049

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 6,174 6,867 6,807

従業員数（人） － － 609 652 636

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第36期第３四半期連結累計（会計）期間及び第37期第３四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

EDINET提出書類

シャクリー・グローバル・グループ株式会社(E03105)

四半期報告書

 2/34



２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 652     

 

(2）提出会社の状況

当社は純粋持株会社のため従業員はおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）　

  栄養補給食品等 8,426 98.8

合計 8,426 98.8

（注）１．金額は当社グループの販売価格（売上割戻高控除前）換算で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社グループは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

   栄養補給食品等 5,387 92.6

合計 5,387 92.6

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の概況

当第３四半期連結会計期間においては、高い失業率、不安定な経済情勢、USドル安、といった様々な問題に直面

しました。

このような厳しい経済環境の中で、当社としては、新製品の開発、新規メンバーの開拓、セールスリーダーの育

成に力を注いでまいりました。この結果、海外での売上高は、特に中国において増加しております。

一方、米国と日本では前年度に引き続き景気停滞による消費者の買い控え傾向の影響が続いております。

当期の当社グループ売上高は、総売上高は9,377百万円（前年同期比6.4%減少）、純売上高（売上割戻差引後）

5,387百万円（前年同期比7.4％減少）となり、ともに昨年に比べて減少する結果となりましたが、これは、為替変

動の影響によるところが大きく、この影響を除けば、総売上高、純売上高はそれぞれ0.9％、1.9％の減少となりま

す。

また前年度に引き続き原価管理を徹底し、販管費の削減努力を継続してまいりました。その結果、営業利益は

988百万円（前年同期比0.6％増加）となりました。為替の影響を除くと前年同期比3.7％増加となります。

経常利益は768百万円（前年同期比4.1％減少）となりました。経常利益の減少は、ローンの借り換えに伴う当

初借入金の金融付随費用の未償却部分の一括償却103百万円が当期発生したことによります。この一過性の費用

と為替の影響を除くと、経常利益は前年同期比10.9％増加となります。

四半期純利益は389百万円（前年同期比75.1％減少）となりました。四半期純利益の大幅な減少の要因は、前年

度に米国においてのれん償却に対する繰延税金資産の評価性引当金の取崩等による税金費用の減少1,260百万円

があったことによるものです。これらの現金の移動を伴わない一時的な損失を除くと四半期純利益は前年同期比

48.1％の増加となります。

当第３四半期連結会計期間末の資産につきましては、総資産は前連結会計年度末に比べ2,772百万円の減少と

なりました。

これは主に海外子会社の資産の評価額が為替レートの変動の影響により減少したこと及び有形・無形固定資

産の償却等によるものです。

負債につきましては、未払費用、買掛金が支払いのタイミングにより減少したことに加え、リース債務の返済が

あったことや為替の影響等により前連結会計年度末に比べ2,284百万円の減少となりました。

純資産につきましては、当期純利益の計上により1,134百万円増加しましたが、配当金の支払いにより370百万

円減少しました。また、期末時点の為替の影響により、為替換算調整勘定が△1,255百万円発生しました。

これらの結果、純資産は前連結会計年度末に比べ488百万円減少しました。
　 
　（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は6,867百万円(前年同四半期末は6,174百万円)とな

り、前連結会計年度末より59百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純利益768百万円、減価償却費427百万

円による収入があり、法人税等の支払372百万円及び長期前払費用438百万円の増加等により、営業活動全体とし

て594百万円の収入となりました。（前年同四半期は863百万円の収入）

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得による支出141百万円、無形固定資産

の取得による支出43百万円等により、投資活動全体として137百万円の支出となりました。（前年同四半期は55百

万円の支出）

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、長期借入れによる収入13,891百万円、長期借入金の返済に

よる支出13,487百万円、リース債務の返済100百万円等により、財務活動全体として301百万円の収入となりまし

た。（前年同四半期は477百万円の支出）

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　（４）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、101百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,920,000 25,920,000

　　大阪証券取引所

　　ＪＡＳＤＡＱ

　（スタンダード）　

－

計 25,920,000 25,920,000 － －

 (注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの第３四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

1)　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定及び平成16年６月24日定時株主総会決議、平成17年6月29日定時株主

総会決議に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年９月22日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 14,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 14,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,430

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月１日 

至　平成26年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,430

715

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部は行使できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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②　平成16年11月30日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 100,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,343

新株予約権の行使期間
自　平成16年12月10日 

至　平成26年12月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,343

672

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部は行使できないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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③　平成17年６月30日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 12,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式　　　　　　　　　　　　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 12,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,050

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月８日

至　平成27年７月７日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1,050

525

新株予約権の行使の条件

１）各新株予約権の一部は行使できないものとする。

２) 被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締

役、執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあること

を要する。

３）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整

します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、合併・会社分割を行う場合等、行使価格の調整事由が生じた場合にも、適切に調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１/分割・併合の比率）
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２）会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成18年６月30日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 1,036,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,036,800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,313

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,313

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　657

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換又

は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、本

新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合

併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分

割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新

設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株式

交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立す

る株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交付

されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。
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第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

(4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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②　平成18年６月30日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 247,430

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 247,430

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,071

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成28年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,071

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　536

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、

本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該

合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収

分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該

新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株

式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交

付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとす

る。 
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第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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③　平成21年８月12日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 100,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 747

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月18日

至　平成31年８月17日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  747

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　374

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、

本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該

合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収

分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該

新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株

式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交

付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとす

る。 
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第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。
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④　平成22年２月９日取締役会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 50,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 598

新株予約権の行使期間
自　平成22年３月２日

至　平成32年３月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  598

資本組入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　299

新株予約権の行使の条件

1)各新株予約権の一部は行使できないものとする。

2)被割当者は、権利行使時に当社又は当社子会社の取締役、

執行役、従業員及びこれらに準ずる者の地位にあることを

要する。

3）この他の条件は、別途定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換

又は株式移転を行う場合には、当該契約または計画に従い、

本新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該

合併により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収

分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該

新設分割により設立する株式会社、当該株式交換により株

式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立

する株式会社の新株予約権が交付されうる。この場合に、交

付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとす

る。 
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第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1) 新株予約権の目的である株式

 合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、

吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承

継する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交

換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転

により設立する株式会社の同種の株式

(2) 新株予約権の目的である株式の数

 合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に

交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、こ

れを切り捨てる。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（行

使価額）

　合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調

整する。調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上

げる。

 (4) 新株予約権を行使することができる期間、新株予約権

の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる

事由等

 吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約又は株式移転計画において定める。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

 新株予約権の譲渡による取得については、新株予約権を交

付する会社の取締役会の承認を要する。

（注）新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により未行使の新株予約権の目的となる株式数を調整

します。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、合併・会社分割を行う場合等、行使価格の調整事由が生じた場合にも、適切に調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×（１/分割・併合の比率）

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日　

　～

平成22年12月31日　

　－ 25,920,000－　 1,296 　－ 　－
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（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　　－ － －

議決権制限株式（自己株式等） 　　－ － －

議決権制限株式（その他） 　　－ － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　1,203,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　  24,585,000 24,585 －

単元未満株式 普通株式       132,000 － －

発行済株式総数 25,920,000 － －

総株主の議決権 － 24,585 －

 

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

シャクリー・グローバル

・グループ株式会社

東京都港区西麻布３

丁目２番６号
1,203,000 － 1,203,000 4.64

計 － 1,203,000 － 1,203,000 4.64

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 624 604 610 600 585 570 528 514 480

最低（円） 567 570 580 580 562 523 520 470 382

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,870 6,810

売掛金 2,013 2,008

商品及び製品 1,657 1,646

原材料及び貯蔵品 ※1
 962

※1
 1,281

その他 1,327 1,382

貸倒引当金 △62 △55

流動資産合計 12,769 13,073

固定資産

有形固定資産 ※2
 2,937

※2
 3,587

無形固定資産

のれん 5,953 7,156

商標 3,114 3,557

その他 801 845

無形固定資産合計 9,868 11,559

投資その他の資産

その他 2,182 2,308

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,180 2,306

固定資産合計 14,986 17,454

資産合計 27,755 30,527

負債の部

流動負債

買掛金 941 1,496

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 927

※3
 1,047

1年以内のリース債務 490 469

未払売上割戻金 1,397 1,642

未払法人税等 457 518

未払費用 1,304 1,617

代理店研修会議費引当金 334 418

その他 621 760

流動負債合計 6,473 7,971

固定負債

長期借入金 ※3
 12,824

※3
 13,170

長期リース債務 2,074 2,558

退職給付引当金 799 881

役員退職慰労引当金 48 42

その他 967 847

固定負債合計 16,714 17,499

負債合計 23,187 25,471
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,296 1,296

利益剰余金 6,520 5,756

自己株式 △973 △972

株主資本合計 6,842 6,080

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 5

為替換算調整勘定 △2,456 △1,201

評価・換算差額等合計 △2,452 △1,196

新株予約権 178 172

純資産合計 4,568 5,056

負債純資産合計 27,755 30,527

EDINET提出書類

シャクリー・グローバル・グループ株式会社(E03105)

四半期報告書

21/34



（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 17,567 16,642

売上原価 6,416 5,974

売上総利益 11,151 10,668

販売費及び一般管理費 ※1
 8,195

※1
 7,818

営業利益 2,956 2,850

営業外収益

受取利息 6 12

デリバティブ評価益 19 －

為替差益 64 81

債務勘定整理益 51 －

その他 17 10

営業外収益合計 158 104

営業外費用

支払利息 455 391

支払手数料 － 155

その他 94 27

営業外費用合計 550 573

経常利益 2,563 2,380

特別利益

退職後医療費給付制度変更戻入益 301 －

新株予約権戻入益 40 －

特別利益合計 342 －

特別損失

固定資産除却損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 114

特別損失合計 0 114

税金等調整前四半期純利益 2,905 2,266

法人税等 163 1,132

四半期純利益 2,742 1,134
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 5,815 5,387

売上原価 2,124 1,902

売上総利益 3,691 3,485

販売費及び一般管理費 ※1
 2,708

※1
 2,497

営業利益 982 988

営業外収益

受取利息 △8 2

デリバティブ評価益 △0 －

為替差益 △6 29

債務勘定整理益 △1 －

その他 5 2

営業外収益合計 △10 35

営業外費用

支払利息 146 124

支払手数料 － 121

その他 23 8

営業外費用合計 170 254

経常利益 801 768

特別利益

退職後医療費給付制度変更戻入益 △6 －

新株予約権戻入益 40 －

特別利益合計 34 －

特別損失

固定資産除却損 △0 －

特別損失合計 △0 －

税金等調整前四半期純利益 835 768

法人税等 △730 378

四半期純利益 1,565 389
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,905 2,266

減価償却費 1,180 1,092

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 10

受取利息及び受取配当金 △7 △13

支払利息 455 391

為替差損益（△は益） △8 △15

有形固定資産除売却損益（△は益） 0 －

デリバティブ評価損益（△は益） △19 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 114

売上債権の増減額（△は増加） 82 △80

たな卸資産の増減額（△は増加） 162 24

長期前払費用の増減額（△は増加） － △438

仕入債務の増減額（△は減少） △47 △412

未払費用の増減額（△は減少） △196 △152

代理店研修会議費引当金の増減額（△は減少） △2 △63

退職給付引当金の増減額（△は減少） △443 6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 6

その他 △67 65

小計 3,999 2,802

利息及び配当金の受取額 4 9

利息の支払額 △377 △371

法人税等の支払額 △949 △1,176

法人税等の還付額 293 72

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,971 1,335

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △114 △160

無形固定資産の取得による支出 △146 △174

従業員に対する貸付けによる支出 △46 △26

従業員に対する貸付金の回収による収入 12 78

長期性預金の預入れによる支出 △0 △0

長期性預金の解約による収入 － 500

投資活動によるキャッシュ・フロー △295 216

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 13,891

長期借入金の返済による支出 △392 △13,975

配当金の支払額 △741 △370

リース債務の返済による支出 △346 △315

自己株式の取得による支出 △3 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,484 △771

現金及び現金同等物に係る換算差額 △288 △720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 902 59

現金及び現金同等物の期首残高 5,271 6,807

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,174

※1
 6,867
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。　

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ３百

万円減少しており、税金等調整前四半期純利益は、117百万円減少しておりま

す。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、営

業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。

　なお、前第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」は52百万円であります。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」は、営

業外費用総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。　

　なお、前第３四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「支払手数料」は17百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１.原材料及び貯蔵品には仕掛品234百万円が含まれてお

ります。

※１.原材料及び貯蔵品には仕掛品325百万円が含まれてお

ります。

※２.有形固定資産の減価償却累計額は、4,084百万円であ

ります。

※２.有形固定資産の減価償却累計額は、4,156百万円であ

ります。

※３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

※３．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

投資有価証券 834百万円 投資有価証券 834百万円

　上記の投資有価証券は、連結子会社株式であり、連結貸借

対照表には計上されておりません。 

担保付債務は、次のとおりであります。

　上記の投資有価証券は、連結子会社株式であり、連結貸借

対照表には計上されておりません。 

担保付債務は、次のとおりであります。

１年内返済予定の

長期借入金

895百万円

長期借入金 12,824百万円

１年内返済予定の

長期借入金

1,015百万円

長期借入金 13,133百万円

　４．特定融資枠契約 　４．特定融資枠契約

特定融資枠契約額 4,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 4,000百万円

特定融資枠契約額 4,000百万円

借入実行残高 －百万円

未実行残高 4,000百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

代理店研修会議費引当金繰入額 195百万円

従業員給与・手当・賞与 2,699 

退職給付費用 288 

研究開発費 324 

代理店研修会議費引当金繰入額 194百万円

従業員給与・手当・賞与 2,383 

退職給付費用 89 

研究開発費 307 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

代理店研修会議費引当金繰入額 80百万円

従業員給与・手当・賞与 837 

退職給付費用 196 

研究開発費 97 

代理店研修会議費引当金繰入額 88百万円

従業員給与・手当・賞与 770 

退職給付費用 28 

研究開発費 101 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１. 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

（百万円）

（平成22年12月31日現在）

（百万円）

　現金及び預金勘定 6,177

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2

　現金及び現金同等物 6,174

 

　現金及び預金勘定 6,870

　預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3

　現金及び現金同等物 6,867

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　25,920千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 1,205千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　178百万円

４．配当に関する事項

 　(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月19日

取締役会
普通株式 370 15平成22年３月31日平成22年６月24日　利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

   当第３四半期連結累計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しており

ます。　

 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　当社グループは、栄養補給食品等以外に事業の種類がないため該当事項はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の
地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

　　

売上高                         　

(1）外部顧客に対する売

上高
1,960 3,603 251 5,815 － 5,815 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
7 240 － 247 △247 － 　

計 1,967 3,844 251 6,063 △247 5,815 　

営業利益（又は営業損失） 382 681 4 1,068 △85 982 　

　
前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）

その他の
地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

　　

売上高                         　

(1）外部顧客に対する売

上高
5,78511,087 694 17,567 － 17,567 　

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
14 633 － 647 △647 － 　

計 5,79911,721 694 18,215△647 17,567 　

営業利益（又は営業損失） 1,291 1,950 △69 3,172 △216 2,956 　

（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

      ２．各区分に属する主要な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

  　　　 （１）北米・・・・米国、カナダ、メキシコ

  　 　　（２）その他・・・マレーシア、台湾、中国

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 その他の地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,575 280 3,855 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 5,815 　

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
61.5 4.8 66.3 　

　
前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北米 その他の地域 計 　

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,017 764 11,781 　

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 17,567 　

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
62.7 4.3 67.1 　

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主要な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

 （１）北米・・・・米国、カナダ、メキシコ

 （２）その他・・・マレーシア、台湾、中国、シンガポール

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社グループは、主に栄養補給食品等を生産・販売しており、国内及び海外においては北米、アジア地域に

それぞれ現地法人を通じて事業活動を展開しております。

　グループの管理体制においては、日本、北米（米国、カナダ、メキシコ）、その他（マレーシア、台湾、中国等

アジア地域）の地域的区分において経営戦略、製品開発計画を立案し、業績評価を行っております。

　従って当社グループは、経営管理単位を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「北米」の２つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、栄養補給食品のほかパーソナル

ケア製品及びホームケア製品を生産・販売しております。
　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント 　

その他
（注）１
　

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上

額　

（注）３日本 北米 計

売上高      　 　

外部顧客への売上高 5,5989,66215,2611,38116,642－　 16,642　
セグメント間の内部売上
高又は振替高

35 829 865 － 865△865　 －　

計 5,63410,49116,1261,38117,507△865　 16,642　

セグメント利益 1,5071,4052,913 282 3,195△344　 2,850　
　
当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント 　

その他
（注）１
　

合計
調整額
（注）２

四半期連結損
益計算書計上

額　

（注）３日本 北米 計

売上高      　 　

外部顧客への売上高 1,8893,0194,908479　 5,387 －　 5,387　
セグメント間の内部売上
高又は振替高

10 281 292 － 292△292　 －　

計 1,9003,3015,201 479 5,680△292　 5,387　

セグメント利益 489 494 984 116 1,100△112　 988　

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、日本以外のアジア地

域の現地法人の事業活動を含んでおります。　

２.セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。　

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　

 （追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　１百万円

２．当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 177.62円 １株当たり純資産額 197.60円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 110.94円 １株当たり四半期純利益金額 45.90円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 2,742 1,134

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,742 1,134

期中平均株式数（千株） 24,721 24,716

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度から重要な変動が

あったものの概要

───── ─────
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 63.34円 １株当たり四半期純利益金額 15.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 1,565 389

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,565 389

期中平均株式数（千株） 24,719 24,716

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度から重要な変動が

あったものの概要

───── ─────

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

シャクリー・グローバル・グループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸上　恵子　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室橋　陽二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　葉子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシャクリー・グロー

バル・グループ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャクリー・グローバル・グループ株式会社及び連結子会社の平成21年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

シャクリー・グローバル・グループ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 室橋　陽二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 相澤　範忠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　葉子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシャクリー・グロー

バル・グループ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、シャクリー・グローバル・グループ株式会社及び連結子会社の平成22年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに

第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点に

おいて認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。
　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
 

EDINET提出書類

シャクリー・グローバル・グループ株式会社(E03105)

四半期報告書

34/34


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

